
２０１９年度版にあたって

本書は，１９７９年の初版発行以来，金融機関役職員の皆様の実務参考書また

は銀行業務検定試験の受験用テキストとして好評を得て改訂，新版と版を重

ねてまいりましたが，２００３年度より年度版に改めて読者の皆様の利用の便を

図ることとしました。

資産課税は，平成３０年の民法（相続法）の一部改正を受けた相続税法上の

諸規律の改正および高齢化に伴う世代交代に向けた事業承継税制（個人事業

者の事業用資産にかかる相続税・贈与税の納税猶予制度の創設および非上場

株式等にかかる相続税・贈与税の納税猶予，免税措置の大幅改正）の拡充を

中心として，教育資金の一括贈与にかかる贈与税の非課税制度の見直しなど

各種の改正が行われました。

本書は，銀行業務検定試験受験者および相談実務に携わる皆様方の利用の

便を考慮して，改正相続法および平成３１年度税制改正後の法令を基に制度の

内容を易しく解説し，また，設例も改正後の内容で記述し，皆様の理解に役

立てるよう努めました。

２０１９年５月

松本 繁雄
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凡 例

法令の引用は，次の略称を使用しています。

相法 相続税法

相令 相続税法施行令

措法 租税特別措置法

措令 租税特別措置法施行令

措規 租税特別措置法施行規則

措通 租税特別措置法関係通達

相基通 相続税法基本通達

通則法 国税通則法

所法 所得税法

所基通 所得税基本通達

法法 法人税法

法令 法人税法施行令

評通 財産評価基本通達

減免法 災害被害者に対する租税の減免，

徴収猶予等に関する法律

調書法 国外送金等調書法
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第１章

相続人と相続分

第１節 相続の開始

１ 相 続 と は

相続とは，個人が死亡した場合に，被相続人（死亡した人）の財産に属し

たいっさいの権利・義務を包括的に承継することをいいます。相続人となる

者は権利能力をもつ自然人に限られますので，会社等の法人は，特定の一般

社団法人等を除き相続人になることはありません。

２ 死亡の確認

相続は，被相続人の死亡と同時に開始されます（民法８８２条）。

相続人が被相続人の死亡の事実を知っているか否かに関係なく，また死亡

届や相続登記の有無も，相続開始の効果の発生時期を左右するものではあり

ません。死亡の証明は，通常，戸籍簿によって行われます。人が死亡したと

きは，同居の親族等（届出義務者）が死亡の事実を知った日から７日以内

に，死者の本籍地または届出人の所在地等の市町村長に，死亡届を提出する

ことになります。
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しかし，水難，火災，震災，海難，空襲等の戦災，航空機事故などの事変

によって死亡したことが確実であっても，死体が発見されない場合には，そ

の取調べをした海上保安庁，警察署等の官公署が死亡したものと認定して死

亡地の市町村長に死亡の報告をし，これにより市町村長が戸籍簿に死亡の記

載を行う，いわゆる「認定死亡」の取扱いが認められています。

一方，死亡を認定するには根拠が薄い場合，または長期にわたって生死不

明となり，なんらの音信もない状態が一定期間（普通失踪の場合には，不在

者が生存していたと知られる最後の時から起算して７年間，戦地に臨んだ者，沈

没した船舶中にあった者，その他死亡の原因となる危難に遭遇した者などの特別

失踪の場合には，戦争の終わった後，船舶の沈没した後，その他危難の去った後

１年間）継続している場合には，「失踪宣告」を申し立てることができます

（民法３０条）。

失踪宣告の申立は，配偶者，相続人，受遺者，保険金受取人，財産管理

人，債権者などの利害関係人の請求により，不在者の住所地の家庭裁判所に

対して行いますが，失踪宣告の審判が確定すると，宣告を受けた者は，普通

失踪の場合は失踪期間の満了した時に，特別失踪の場合は危難の去った時

に，それぞれ死亡したものとみなされます（民法３１条）。

３ 同時死亡の取扱い

最近，飛行機，船，車など交通機関による事故や，地震，火事などの災害

によって親子，夫婦が同時に死亡するケースが多く見受けられます。

これらの親子，夫婦のどちらが先に死亡したかによって，相続関係は，大

変な違いが生じることになります。現行民法では，この点につき「数人の者

が死亡した場合において，そのうちの１人が他の者の死亡後になお生存して

いたことが明らかでないときは，これらの者は，同時に死亡したものと推定

する」と規定して，同時死亡推定主義を採用しています（民法３２条の２）。

したがって，被相続人が死亡した時には相続人はいなかった，つまり被相
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続人と相続人とは互いに相続しないことになり，この場合には，その者の子

が存在するときは代襲相続（たとえば，父と長男が同時死亡したときはその孫

が長男に代わって相続）することが認められることになります。

第２節 相 続 人

１ 相続人の範囲

相続人には，被相続人と血縁関係にある者（血族相続人），および被相続

人の配偶者（配偶者相続人）がなります。

血族相続人には，養子縁組をした者，父により認知された婚外子（婚姻関

係にない女性が生んだ子）も含まれますが，被相続人と姻族関係しかない者

（配偶者側の親子，兄弟）や後妻の連れ子は，被相続人と養子縁組をしない

限り相続人にはなれず，また法律上の婚姻届をしていない内縁の配偶者にも

相続権がありません。

後妻と先妻の子の関係についても，両者に血のつながりはありませんの

で，相続権が生じません。したがって，父が死亡して後妻が父の財産を相続

した場合に，後日，その後妻（義母）が死亡しても，先妻の子はその財産を

相続することはできません。これを解決するには，先妻の子と義母との間で

養子縁組をしておくことが必要です。

被相続人が死亡した時点で，その子が死亡，欠格，廃除等の事由で相続権

を失っているときは，その者（被代襲者）の子，すなわち被相続人の孫が代

襲相続人として，被代襲者に予定されていたのと同一順位で，その相続分を

相続します。いわゆる株分け相続ですから，代襲相続人が数人いるときは，

共同代襲相続人間で均等に相続することになります。この代襲相続は兄弟姉

妹の子にも認められますが，兄弟姉妹の子が死亡しているときは再代襲は認
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